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現在日本において人口減少社会に対応した「コンパクト＋ネットワーク」を実現するための都市計画が
進んでいる．また地方分権の進展とともに市町村単位の都市計画が進められているが，その計画は広域的
な視点から見たときの整合性(広域的整合性)を確保できているか疑問が残る．本研究は市町村における都
市計画が広域的整合性を確保できているのか把握することを目的とする．具体的な方法として，市町村
MPで記載されている将来都市構造図に着目し，県域レベルの市町村MP連結図を作成することで都市計画
の広域的整合性を把握した．作成した連結図から，市町村の「コンパクト＋ネットワーク」を実現するた
めの都市計画は広域的整合性を確保できておらず，各市町村MPが断片化していることを明らかにし，各
市町村で都市計画を一致させる必要性を示唆した．  
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1. はじめに 
 
現在，人口減少社会を迎えた日本では，持続可能な社
会の実現に向け多様な取り組みが必要とされている．都
市計画分野においても上述の流れを踏まえ，実際に持続
可能社会の実現に向けた計画を策定しており，例えば国
土交通省は，国土のグランドデザイン2050 1)を2014年7月
に策定し，その中で「コンパクト＋ネットワーク」の実
現を目指している．  
一方で，1995年5月に地方分権推進法が成立し，2000
年4月には地方分権一括法[1]が施行されることで機関委
任事務が廃止されるなど，国から都道府県や市町村へ，
地方分権が進んだ．地方分権に伴い，国は2006年5月の
都市計画法を改正の際，広域調整手続の方法を規定して
いる．これらの社会変化に伴い，都道府県や都市圏が主
体となる広域調整に関する研究がなされており，瀬田2)
は都道府県による県全域もしくは複数の都市計画区域外
を含む複数の圏域を対象とした任意の広域マスタープラ
ンが実効力のある広域計画とはなり得ていないことを指
摘しており，森・村木3)は地域計画の策定時に広域計画
と整合させる意向が低いことを指摘している．田川・姥
浦4)は都道府県が行う広域調整の主な対象は大規模集客
施設であることを明らかにしている．以上のように都道
府県や都市圏が市町村間の調整を実現できているとは言
い難い． 
近年では，第1次一括法(2011年5月公布) [2]などにより，
国や都道府県が有していた権限の一部が市町村へ委譲さ
れたことで，以前にも増して市町村が主体となった都市
計画が行われている．市町村が主体となる広域調整に関
する研究について，倉根ら5)は都市計画道路の見直しに
着目し道府県が市町村に広域調整を求めている場合が多
いことを明らかにしており，眞島ら6)は市町村合併に伴
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う都市計画区域の再編に着目し広域調整には都道府県の
協力が必要であることを示唆している．  
「コンパクト+ネットワーク」においても，市町村が
主体となって具体的な都市計画を進めており，その中で
も全国の市町村の多くで策定されている市町村都市計画
マスタープラン(以下，市町村MP)がある．この市町村
MPは，今後の都市計画を示すと同時に，将来の都市構
造を表現した図(以下，将来都市構造図) などの図によ
って都市内の拠点とネットワークを明示している．市町
村MPの整合性について，肥後ら7)は各市町村MPの比較
から各市町村における地域拠点の設定数は都市によって
大きな差があることを示しており，石原ら8)は各市町村
MPの比較から地域拠点の役割は大都市圏内外で異なる
ことを示している．長嶺・池田9)は那覇広域都市計画区
域を対象に市町村MPと区域MP(都市計画区域マスター
プラン)の土地利用方針図の比較から商業方針，広域緑
地保全の不整合性を指摘している． 
以上のことから市町村の計画と上位計画との整合性を
確認した研究は多くみられるが，市町村の計画相互につ
いては拠点数など限定的な視点からしか整合性を捉えら
れておらず，それらの研究結果はいずれも市町村が広域
に対する考慮が不十分である可能性を示唆している． 
広域調整について海外では，欧米を中心に空間の広域
計画に関するガイドラインが作成されており，たとえば
イングランドでは国家計画政策方針NPPF(National Plan-
ning Policy Framework) 10)を作成し，地方自治体の区域を超
えた連携を義務化している．J. Morphet11)は2017年5月から
イングランドの複合機関の長が強い権限を持つことで，
空間計画等に強い影響を及ぼすことを報告している．海
外の計画制度等を参考に，日本の自治体間の整合性の確
保や連携についての研究もなされており，鈴木ら12)はフ
ランスの計画体系の整理から，計画間の整合性の確保が
重要であること，整合性を図る際には予算付けと連動す
るメカニズム等が必要であること，を示唆している．須
永・村木13)はオレゴン州におけるTODに対する取り組み
から，都市圏内の各自治体が方向性を共有し続けること
が重要であることを示唆している．阪井14)は仏・米・
独・英・日における都市圏交通計画制度の比較から，日
本においては数値目標設定やモニタリング，土地利用計
画と交通計画の統合化，等が必要であることを示唆して
いる． 
以上の研究から，市町村間の広域調整は都道府県が行
うだけではなく，市町村間で行うことの重要性が示唆さ
れているが，現時点の日本の市町村単位の行政計画の整
合性は確認されていない．  
「コンパクト＋ネットワーク」を実現するための都市
計画が全国の市町村で進められている昨今，「コンパク
ト+ネットワーク」をはじめとする市町村の都市計画が
広域的整合性を配慮していることは極めて重要である．
ここで，本研究における広域とは複数の市町村行政区域
を含んだ範囲9)のことを指し，広域的整合性とは市町村
MP内の将来都市構造図における拠点やネットワーク等
に対する位置づけやその表現方法が広域で整合している
ことを指す．各市町村が周囲を見ずに拠点形成の取り組
みを行えば，周辺市町村と機能の重複問題や，人口減少
社会においては過当競争を引き起こす可能性が高い．ま
た，市町村境界をはさんでネットワークが整合していな
い状況は非効率の極みである．広域的整合性を確保する
ことで，市町村間で目標が一致し目標の実現可能性が高
まること13),14)や，自市町村本位で広域調整をしないもし
くは広域への悪影響を考慮しない非効率な社会基盤整備
を防ぐことが効果として期待できる．  
そこで本研究は，市町村MPに記載されている将来都
市構造図を基に，「コンパクト+ネットワーク」をはじ
めとする都市計画が広域的整合性を確保できているのか
を明らかにすることで，広域的整合性の確保の一助とす
ることを目的とする．この目的を果たすためには単にそ
の実態を把握するだけでなく，広域的整合性を実現する
ために協力が必要な関係者にその実態を分かりやすく伝
えることも重要である．具体的な研究内容として，各市
町村MPの将来都市構造図を連結した図(以下，市町村
MP連結図)を作成することを通じ，隣接市町村で広域的
整合性を確保できているのかを視覚的に簡便に把握でき
る新たな方法を提案する．この市町村MP連結図の作成
と公表を通じて，関係者は各市町村が策定する都市計画
の広域的な不整合を一見で把握することができ，市町村
間で調整を図る際の一助になるものと考える． 
なお，広域的整合性については，コンパクトの視点か
ら拠点に対する各市町村の認識が一致しているのか，ネ
ットワークの視点から各市町村間においてネットワーク
は連続しているのか，「コンパクト+ネットワーク」以
外の視点から広域的整合性を見たときに確保できている
のか，について着目し確認する． 
 
 
2. 本研究の特長 
 
 既存研究と比較して本研究は以下の特長を有する． 
1) 「コンパクト+ネットワーク」の実現に向けて，広
域的な視点で都市計画の整合性が保たれているのか
という実態を把握した新規性の高い研究である． 
2) 市町村MPの将来都市構造図をつなぎ合わせた市町
村MP連結図を作成することで，各市町村の都市計
画の実態を広域的な視点から初めて視覚的に捉えた
先駆的な研究である． 
3) 市町村MP連結図作成にあたって必要となる市町村
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MPはWEB上で公表されており，市町村MP連結図の
作成手法は簡便であるという高い汎用性を有する． 
 
 
3. 市町村MP連結図の作成方法 
 
(1) 市町村MPの中で対象とする図 
市町村MPの中で，土地利用方針図や景観計画に関す
る図など様々な図が記載されている．本研究では「コン
パクト+ネットワーク」に着目するため，市町村MP内に
ある数多くの図の中でも，将来都市構造図あるいは将来
都市構造図に該当する図を対象とする．  
 
(2) 市町村MP連結図の作成手順 
 以下に，市町村MP連結図作成の手順を示す． 
1) はじめに，各市町村のHPから市町村MPのPDFファ
イルをダウンロードする． 
2) AdobeのソフトであるIllustratorを用いて将来都市構
造図のみを抜き取る[3]．  
3) officeソフトのWordもしくはPowerPointを用いて，抜
き取った図の背景を削除する． 
4) 最後にArcGISを用いて，国土数値情報ダウンロー
ドサービス15)より入手した対象地域の行政区域に，
背景を削除した図を調整して当てはめる[4]．その際
には，ArcGISの機能のひとつであるジオリファレ
ンス(抽象化された画像データを行政区域に一致さ
せるための機能)を利用する．  
 
 
4. 市町村MP連結図から見る都市計画の実態把握
とその活用成果 
 
(1) 本研究の対象地域 
ケーススタディとして筆者らは初めての取り組みとし
て福岡県で市町村MP連結図を作成し，次に栃木県を対
象として市町村MP連結図を作成した．福岡県の市町村
MP連結図は，福岡県における区域MPの見直しの検討を
契機に筆者らによって発案されたもので，広域的な視点
から市町村MPを捉えること，意見交換を県や市町村の
担当者が同一目線で行うことを目的としている．福岡県
は，4つの都市圏に60市町村(28市30町2村)を有し，市町
村を超える広域連携の必要性が特に高かったことがこの
背景にある16)． 
また本稿は，「コンパクト＋ネットワーク」に着目し
ているため，都道府県の計画で「コンパクト＋ネットワ
ーク」を掲げている都道府県がケーススタディに望まし
いと考える．2016年6月14日時点で，都道府県の計画の
中で，「コンパクト」と「ネットワーク」を同時に十分
な文章量で記載している都道府県は栃木県の「とちぎの
都市ビジョン」17)や大阪府の「大阪府国土利用計画(第4
次)」18)，香川県の「集約型都市構造の実現に向けた基
本方針」19)がある．しかし，大阪府は福岡県と同様に都
市圏の中心であり，香川県は17市町村の内，9市町村し
か市町村MPを策定していない．そのため，福岡県とは
異なり地方都市として位置づけされる中でも，十分な市
町村MPを確保できた栃木県を対象とした． 
本研究では将来都市構造図に該当する図を対象とし，
市町村MP連結図を作成する．具体例として栃木県の市
町村MPで対象とした図の名称を表-1に示す[5]．なお，
2016年6月14日時点で市町村MPをWEB上で公表しておら
ず，また総合計画にて補填が不可能だった4つの町(市貝
町，塩谷町，高根沢町，那須町)は空白のまま市町村MP
連結図を作成している． 
 
(2) 拠点に対する認識の不一致 
 福岡県および栃木県の市町村MP連結図とその凡例を
図-1～図-2に示す．なお，凡例については考察で用いた
特徴的な市町村のみ表示している．図-1～図-2を一見す
るだけでも各市町村MPの将来都市構造図の表現方法は
異なっていることがわかる． 
具体的に異なっている点について，まずはコンパクト
の視点から拠点に着目して考察を行う．なお具体例は，
福岡県，栃木県の順に挙げる． 
1) 拠点の表記や捉え方が各市町村で異なる． 
福岡県の例）福岡市では「都心部」と「広域拠点」，
「地域拠点」と表記されているのに対し，飯塚市で
は「中心拠点」と「地域拠点」となっている． 
栃木県の例）宇都宮市では「都心拠点」と「地域交
流拠点」と表記されているのに対し，足利市では
「都心交流拠点」と「地域生活拠点」となっている． 
2) 拠点の規模について，多くの市町村は拠点を構造図
上に描く際の大小で表現しているが，栃木県におい 
 
表-1 対象とした図の名称 
図名 市町村名(作成または改定年)
将来都市構造図
[1]宇都宮市(2010)，[4]佐野市(2009)，
[5]鹿沼市(2010)，[7]小山市(2005)，
[8]真岡市(2014)，[9]大田原市(2010)，
[10]矢板市(2013)，[14]下野市(2009)，
[17]茂木町(2011)，[20]野木町(2012)，
[21]那珂川町(2014)
将来都市構造(イメージ) [3]栃木市(2016)
将来都市空間構造 [12]さくら市(2010)
将来都市像 [15]上三川町(2007)
将来像 [16]益子町(2014)，[18]芳賀町(2016)
将来の姿 [19]壬生町(2007)
都市構造図 [6]日光市(2009)
都市構想図全体 [2]足利市(2007)
集約型都市構造の実現 [11]那須塩原市(2009)
将来都市構造イメージ [13]那須烏山市(2012)
公表資料なし 市貝町，塩谷町，高根沢町，那須町  
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図-1 福岡県の市町村MP連結図とその代表的な凡例 
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図-2 栃木県の市町村MP連結図とその代表的な凡例 
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         図-3 北九州市-苅田町間(福岡県)の拡大図          図-4 下野市-壬生町間(栃木県)の拡大図 
 
 
て規模別の凡例を作成している市がある． 
栃木県の例）宇都宮市では「産業・流通拠点」と
「産業・流通準拠点」といったように凡例にも拠点
の規模を表記している． 
3) 多くの市町村は拠点とゾーン(もしくは土地利用区
分)を併記しているが，ゾーンのみを表記し，拠点
が表記されていない市町村がある． 
福岡県の例）飯塚市は拠点とゾーンを併記している
が，直方市はゾーンのみ表記し拠点を表記していな
い． 
栃木県の例）真岡市は拠点とゾーンを併記している
が，上三川町はゾーンのみ表記し拠点を表記してい
ない． 
4) 各市町村MPの中で中心拠点にあたる拠点が設定さ
れているが，その拠点の設定数も市町村によって異
なる． 
福岡県の例）宗像市では中心拠点を一つのみ設定し
ているのに対し，嘉麻市は中心拠点を設定していな
い代わりに地域生活文化拠点を複数設定している． 
栃木県の例）日光市では中心拠点を一つのみ設定し
ているのに対し，真岡市は中心拠点を複数設定して
いる． 
以上のことから，既存研究7)にあるように拠点の設定
数が各市町村で異なっていることが確認された．一方で
新たに，拠点の種類が各市町村で異なっており，拠点の
捉え方や表記も各市町村で異なっていることを示した．
今後は認識を各市町村で一致させ，凡例等を統一させて
いく必要があると考える． 
  
(3) 不連続なネットワーク 
次にネットワークに着目すると，以下のような知見が
得られた．なお具体例は，福岡県，栃木県の順に挙げる． 
1) 軸の表記について，道路として描かれている場合と
複数の道路をまとめて一つの軸として表記している
場合がある． 
福岡県の例）苅田町は「主要幹線道路」，「都市幹
線道路」を北九州市へ向けて表記しているのに対し，
北九州市では苅田町のそれらをまとめて一つの「交
流軸」と表記している(図-3)． 
栃木県の例）宇都宮市は「広域連携交流軸(高速道
路) 」と「地域連携交流軸(道路) 」を日光市に向け
て表記しているのに対し，日光市ではそれらをまと
めて一つの「広域交流軸」として表記している． 
2) 隣接市町村で連続していない軸や道路があり，各市
町村によって軸や道路の捉え方が異なる． 
福岡県の例）飯塚市は篠栗町を挟んで福岡市への軸
を設定しているが，福岡市は篠栗町や飯塚市に対し
て軸を設定していない． 
栃木県の例）下野市と壬生町は両市町とも将来都市
構造図上に県道を複数描いているが，下野では壬生
町に至る県道183号を描いているのに対し，壬生町
ではそれが描かれていない(図-4)． 
3) 軸の表記や捉え方が各市町村で異なり，同じ意味合
いでも表記の仕方が異なる． 
福岡県の例）飯塚市は「広域骨格軸，都市骨格軸，
環状連絡軸」があり，宮若市は「広域幹線軸，幹線
軸，地域交流軸」がある． 
栃木県の例）下野市は，「広域連携軸」と「地域連
携軸」があり，壬生町は「広域連携・交流軸」と
「地域連携・交流軸」がある． 
4) 軸は連続しているものの，軸に対する位置づけが各
市町村で異なる．その結果，一つの道路に対して，
片方の市町村が「広域」と位置づけ，もう片方の市
町村が「地域」と位置づける，などのことが生じて
県道183号
国道352号
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いる． 
福岡県の例）県道30号に着目すると，飯塚市と宮若
市は3)でも述べた通り両市とも「広域」の軸が存在
するが，飯塚市は「都市骨格軸」と位置づけている
のに対し，宮若市では「広域幹線軸」と位置づけて
いる． 
栃木県の例）国道352号に着目すると，下野市と壬
生町は3)でも述べた通り両市町とも「広域」と「地
域」の軸が存在するが，下野市は「広域連携軸」と
位置づけているのに対し，壬生町では「地域連携・
交流軸」に位置づけている(図-2の凡例，図-4)． 
5) 多くの市町村は軸が鉄道なのか道路なのかの位置づ
けをしておらず，広域で見たときに鉄道網や道路網
を把握できないものとなっている． 
福岡県の例）直方市，飯塚市，等 
栃木県の例）真岡市，壬生町，等 
6) 市町村の一部しか作成していないため，隣接市町村
との間に空白ができてしまい，ネットワークの連続
性が視覚的にわかりづらいものとなっている． 
福岡県の例）太宰府市，篠栗町，等 
栃木県の例）那須烏山市，野木町，等 
7) サイクリングロードを表記している市町村があり，
独自性があるといえるが，それは隣接市町村まで連
続していない． 
栃木県の例）上三川町ではサイクリングロードを宇
都宮市から上三川町を通って小山市まで表記してい
るが，隣接市町村にはサイクリングロードの表記は
ない． 
8) 環状道路を軸として捉えている市が存在する．例え
ば環状道路を描いている市町村は他にもあるが，軸
として捉えているのは以下の3つの市だけであり，
独自性があるといえる． 
福岡県の例）福岡市の「都市軸(放射軸，環状軸)」，
飯塚市の「環状連絡軸」 
栃木県の例）大田原市の「環状都市軸」 
以上のことから，道路が物理的に連続していない，軸
の役割が統一されていない，軸が鉄道なのか道路なのか
の記載がないなど，「ネットワーク」は広域的整合性を
確保できておらず，各市町村MP間での整合性がないこ
とが明確に示された ． 
中には 7)で挙げたサイクリングロードといった独自性
を有する取り組みを記載したところもあるが，他市町村
まで実態として延びているのにも関わらず，隣接市町村
は計画として取り入れていない．これは，単独市町村だ
けの主張で独自性を実現しようとしても，広域的なネッ
トワークが成立しなければ，その実現が危ういことの一
つの例といえる．  
 
(4) 「コンパクト+ネットワーク」以外の不整合 
 市町村MPにおける将来都市構造図の記載方法および
自然環境に着目すると，以下のような知見が得られた． 
1) 市町村MPにおける将来都市構造図の中には地図を
判読する際の基本事項がそもそも満たされていない
市町村が少なくない．例えば，市町村行政区域の形
が実際とかなり異なる，縮尺の表記がない，縦横比
が実際の地図と異なる場合が多い，紙面の上部が北
ではない，方位記号がない，図中に凡例がない，等
の不備が市町村によっては散見される．他市町村と
の整合性を図る際に他市町村の担当者が将来都市構
造図を参照することが考えられるが，上述のような
不備が図を判読する際の一つの妨げになり，結果的
に広域的な視点に基づく判断を阻害している．  
2) 自然環境の保全・整備に努める地域について，みど
りの軸，自然環境保全ゾーン，緑の拠点など多様な
名称があり，統一されていない．  
3) 自市町村の縁辺部にあるわずかな山林が広域的に重
要な意味を持っていると認識していない． 
福岡県の例）北九州市と中間市の市境に小さい山が
存在するが，両市とも表記していない． 
栃木県の例）宇都宮市と日光市の境界付近には山林
が存在するが，宇都宮市では，その山林を「みどり
の軸」に設定しているのに対し，日光市では狭い範
囲であるため表記されていない．  
4) 川の表記基準も異なる． 
福岡県の例）小郡市では宝満川という筑紫野市から
くる川を表記しているが筑紫野市では川を表記して
いない． 
栃木県の例）下野市では姿川と田川という小山市へ
至る2つの川を表記しているが，小山市ではその2つ
の川よりも川の規模の大きい鬼怒川や思川が存在す
るため姿川と田川は表記されていない． 
以上のことから，市町村によっては将来都市構造図を
相互に判読するための極めて基本的な前提をそもそも満
たしていないこと，自然環境の観点からも記載内容は不
統一で断片化していることが明らかとなった．  
 
(5) 市町村MP連結図の活用事例 
本論文で提案した方法論の有効性を確認するため，福
岡県における市町村MP連結図はA0の大判に印刷し，
2013年7月～2016年3月の期間，県庁都市計画課の応接ス
ペースの壁に展示を行なった．展示された市町村MP連
結図は，県から市町村長や市町村の都市計画担当者等の
関係者への説明や意見交換を行う際に活用され，前節ま
でで述べた不整合を提示することで，広域的な視点の重
要性の相互理解を促した．具体的には，市町村MPに関
係する都市計画上の判断・都市整備や大規模開発の相談
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に対して広域的な視点を説明する際に活用された． 
これに加え，2014年12月19日開催の第1回福岡県都市
計画審議会マスタープラン等検討専門委員会において，
市町村MP連結図を会議資料として活用し，この図に基
づいて審議が重ねられた． 
これらの試みや議論がきっかけとなり，広域的なプラ
ンの不整合を少しでも解消するため，55の都市計画区域
が13に統合され，区域MPは4つの都市圏に集約されるこ
ととなり，実務において実際に広域調整を推進すること
が可能となった． 
 
 
5. おわりに 
 
 本研究では広域的視点から都市計画の実態を把握する
ための手段として，市町村MPに記載されている将来都
市構造図をつなぎ合わせた，市町村MP連結図を提案し
た．具体的には，福岡県と栃木県をケーススタディとし
て，実際に市町村MP連結図を作成した．この結果，極
めてシンプルでありながら誰もが思いつかなかった方法
で，わが国の都市計画において広域調整の視点が不足し
ていることを，視覚的にわかりやすい形で白日の下に初
めて示すこととなった．特に現在推奨されている「コン
パクト+ネットワーク」の取り組みについて，拠点とネ
ットワークのそれぞれにおいて，各市町村MPによる断
片的な考え方の現状を明らかにした． 
今回対象とした市町村MPの中には，「コンパクト+ネ
ットワーク」の方針を政府が掲げる前に策定されたもの
も少なくない．一方で広域調整の必要性自体はずっと以
前より指摘され続けている事であり20)，今回の政策方針
以前に策定したMPであるから整合していなくともかま
わないという性格のものでもない．政策を転換していく
には時間軸を見ながらの検討が必要であるが，今後は，
このように断片化された現状をよく理解し，広域的整合
性にも配慮した都市計画をバランスよく実現していく必
要がある．そのためには，以下の2つのことが必要であ
ると考える．1つ目が市町村間の連携である．既存研究6)
にあるように都道府県の協力も必要であるが，まず市町
村は各々が策定する都市計画が，広域レベルの都市計画
を断片化していることを認識する必要がある．その上で，
まずは隣接市町村間で都市計画の空間的な齟齬が無いよ
うに調整を試みる必要がある．都市圏計画局の設立や協
議会の開催10),12),14)など，その方法には多様な考え方があ
るが，目標設定・共有13),14) することや個別の利害を追う
より協調した方が個々にとっても利益が生じる仕組み12)
とすることが重要である．なお，その際には，市町村
MPにおける将来都市構造図の凡例や図データの共有化
を進めることも重要である． 
2つ目が上記の手順をスムーズに進めるためにも，市
町村MP策定における基本的事項の統一が求められる．
市町村MPの凡例等の統一といったものもこの中に当然
含まれよう．この規格化においては，市町村MPの中で
「都市整備レイヤー(拠点・軸等)」と「環境保全レイヤ
ー(自然軸等)」など，分野ごとに広域調整を可能とする
ツールの提供も期待される．なお，これらの基本的事項
の統一は，あくまで判読を通じた相互理解を促進するた
めのものであり，各市町村が考える独自の計画の発現を
妨げることを意図するものでは全くない．そもそも各市
町村が独自性を発現しようとする都市計画の領域として
は，歴史的なまちづくりに基づく景観保全であったり，
他には無い産業の育成，スポーツや健康福祉のまちづく
りの取り組みなどのケースが多く，そもそもコンパクト
+ネットワークの議論の中で広域的に機能を調整する性
格を有していないものがほとんどである．何を対象に議
論しているのかを見誤らないようにすることも極めて大
切である． 
これらの広域調整に関わる業務は，これからの都市計
画行政における一つの重要な柱になることが期待される．
地方分権による権限の市町村への移譲ももちろん大切で
ある．しかし，本来必要なはずの広域調整がむしろない
がしろにされ，つながりのない都市計画が各所で実施さ
れて非効率な都市圏が構築されることは避けなければな
らない． 
今回は福岡県および栃木県を対象に市町村MP連結図
を作成し，福岡県については市町村MP連結図を用いた
実際の取り組みを紹介したが，実際に広域連携を考える
際には，隣接する他都道府県の市町村まで考慮すること
も必要である．市町村MPと区域MPとの整合性について
も，今後検証を重ねていく必要がある．また，拠点の凡
例等を統一する際には，名称ごとに人口規模や産業集積
度合い等の目安を設けることが考えられる．その具体的
な中身についてはここで拙速に提案するのではなく，各
市町村の担当者を交えてわかりやすいものに収束させて
いくことが求められる．  
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の有識者から，本研究に有用な助言を得た．記して謝意
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補注 
[1] 正式名称は「地方分権の推進を図るための関係法
律の整備等に関する法律」．1999年7月制定され，
2000年4月に施行された．これにより，1968年の新
都市計画法で国から地方公共団体の長などへ委任
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された機関委任事務が廃止され自治事務となった． 
[2] 正式名称は「地域の自主性及び自立性を高めるた
めの改革の推進を図るための関係法律の整備に関
する法律」．地域主権改革一括法などとも言われ，
2017年1月25日現在は，第1次一括法(2011年5月2日公
布)から第6次一括法(2016年5月20日公布)まで6次に
わたって公布されている．これにより，国の権限
の一部が都道府県や市町村に，都道府県の権限の
一部が市町村に委譲されている． 
[3] 抜き取った図はArcGISで利用可能な画像形式(jpg形
式等)に変換して保存する．  
[4] 市町村MP連結図の作成にあたって，座標系は平面
直角座標系を用いた．なお，今回作成した図の行
政区域は2015年のものを用いている． 
[5] 市町村MPがない都市でも，市の総合計画等に該当
する将来都市構造図があった場合は代用した．例
えば，栃木県は那須烏山市のみ市の総合計画の図
を代用している．また，表-1および図-1，図-2中の
番号は，福岡県，栃木県の各市町村における市町
村コード順に番号を振り分けている．なお，福岡
県および栃木県の各市町村MPの参考文献21)―40)は考
察で用いた特徴的な市町村のみ表示している． 
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FRAGMENTED CITY PLANNING SEEN FROM A WIDE PERSPECTIVE 
—A CONSOLIDATED MAP OF A MUNICIPAL MASTER PLAN— 
 
Eiji MORIMOTO, Kentaro AKAHOSHI, Isao YUKI, Ken KOCHI  
and Mamoru TANIGUCHI 
 
Recently, a plan based on the concept of “Compact and networks” is progressing in societies experi-
encing a population decline. However, planning has been promoted in municipalities because of the influ-
ence of decentralization. Therefore, it remains doubtful whether city planning has consistency from a 
wide viewpoint. The purpose of this study is examination, from a wide viewpoint, whether a municipal 
master plan has consistency. To achieve that purpose, we create a consolidated map of a municipal master 
plan by particularly addressing the future urban structure in a municipal master plan. Because of the con-
solidated map of the municipal master plan, results show that each regional plan is fragmented. Addition-
ally, results suggest that it is necessary to match the plan in each municipality. 
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